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自主防災組織は阪神淡路大震災以降，災害時の救出・救助活動において組織の活動が非常に重要視され

ている．しかし東日本大震災では自主防災組織が十分に機能しなかった．現在、宮城県と静岡県では自主

防災組織を指導する地域防災指導員の養成制度を取り入れている．しかしながら地域防災指導員としての

役割が明確化されず自主防災組織間で活動に差が生まれている現状がある．そこで本研究では，宮城県と

静岡県の各5市に対してヒアリング調査，地域防災指導員に対してはアンケート調査を実施した．調査に

より以下の知見が得られた．①地域防災指導員は活動を行うにあたって研修会･講習会などといった最低

限の活動を定めることが必要である．②地域防災指導員は自主防災組織と行政の仲介役となり，双方の連

携を図るような役割を担うと考えられる． 
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１. はじめに 

 

阪神淡路大震災や東日本大震災過去の自然災害では，

共助活動，すなわち地域住民による救出・救助活動が全

体の7割に達した． 

自主防災組織の結成は阪神淡路大震災以降注目され，

2016年には自主防災組織の結成率が全国で83％を超えて

た。災害発生時の救出・救助活動において，組織の活動

がとても重要視されている．しかし，東日本大震災では

各自治体の自主防災組織と避難所との連携が取れず，自

主防災組織が機能しなかったため，住民は受け入れ可能

な避難所などの正確な情報の入手が困難であった．その

ため，宮城県と静岡県は自主防災組織を指導する地域防

災指導員の養成制度を全国に先駆けて取り入れている． 

両県が求める地域防災指導員の養成の目的として，

「避難所となりうる場所と相互につながりの深い組織と

の連携」・「地域内の情報の共有化」・「巡回個別指導

によるきめ細やかな自主防災活動の充実・徹底」を目指

している．しかしながら指導員の活動内容として明確な

基準となるものがなく，指導員個人に防災活動の内容や

頻度を一任しているため地域防災指導員としての役割が

明確化されておらず，自主防災組織間で活動に差が生ま

れている．また，自主防災組織は結成されたものの，活

動せず結成されただけの組織が全国の自主防災組織全体

の63％にのぼり課題となっている． 

 

 

２. 研究目的 

 

本研究では，東日本大震災での地域防災指導員の活

動実態を調査し，日常的に行われている活動内容をまと

める．また，地域防災指導員制度を導入している地域の

行政と地域防災指導員との関係を明らかにし，自主防災

組織にどのような効果をもたらしているかを調査するこ
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とで，今後地域防災指導員制度導入を目指している地域

への指標となる知見を得ることを本研究の目的とする。 

 

 

３. 研究方法 

 

(1) 調査方法 

宮城県，静岡県ともに選定した 5市内に対し活動を行

っている地域防災指導員の方へ郵送によるアンケート調

査を実施し回答を得た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 調査対象地の概要 

対象地区は，地域防災指導員制度を積極的に取り入れ

ている宮城県と静岡県を選定した．宮城県では，東日本

大震災時に最も死者数が多かった5つの市を選定し，静

岡県では南海トラフ地震時に最も被害を受けることが予

想される5つの市を選定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４. 調査結果及び考察 

 

(1) 地域防災指導員としての活動について 

「地域防災指導員として普段どのような活動をしてい

るか」の設問に対して，宮城県の対象地区では，地域防

災指導員の通常活動内容である「防災訓練」50%，「災

害図上訓練」が17％，「避難所運営ゲーム場所」11％，

「事業継続マネジメント」9％，「被害想定」8％が挙げ

られ，「特にしていない」5％の回答が得られた．また，

「その他」の活動として「防災パンフレットの作成」が

挙げられた（図2）． 

静岡県の対象地区では「防災訓練」42%，「災害図上訓

練」22％，「避難所運営ゲーム場所」13％，「事業継続

マネジメント」9％，「被害想定」9％，「特にしていな

い」5%の回答が得られた（図3）．「その他」の中でも

静岡県御前崎市では通常の活動以外に，市防災指導員会

議や市指導員視察研修・防災講習会を開き，指導員自ら

が会議を設けることで，指導員同士の意見交換会やお互

いの地域についての情報交換から得られた内容を，各担

当している自主防災組織の防災活動に反映していた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(2) 自主防災組織の活動について 

地域防災指導員に対して，「現在の自主防災活動・

実施率に関しての満足度を教えてください」と質問した

ところ，「満足」･「どちらかといえば満足」との回答

が宮城県は 41%（図 4），静岡県では 46%（図 5）とな

った．その理由として，静岡県の対象地区の活動は「防

災訓練の開催が年平均 3回」と多いことや「防災訓練に

使う資機材等の充実」，「防災講習や地域防災指導員の

研修の充実」が満足度の高い要因として考えられる． 

宮城県の対象地区では，東日本大震災時に行政と自

主防災組織の連携がとれず，避難の情報伝達が遅れた経

験から，独自の情報伝達避難訓練や連絡体制の確認など

の訓練を実施するようになったと回答していた．このこ

とが満足度の高い要因であると考えられる．このような

訓練は静岡県には見られず，被災経験を通した地域なら

防災訓練

災害図上訓練（DIG）

避難所運営ゲーム（HUG）

被害想定

事業継続マネジメント（BCM）

特にしていない

防災訓練

災害図上訓練（DIG）

避難所運営ゲーム（HUG）

被害想定

事業継続マネジメント（BCM）

特にしていない

表-1 アンケート概要 

図-3 静岡県の自主防災組織の活動 

図-2 宮城県の自主防災組織の活動 
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図-1 調査対象地 

 20km 0 

 

調査対象地 宮崎県・静岡県（各5市）
調査対象者 対象地区の地域防災指導員・市役所の防災担当者
調査方法 アンケート調査・市役所の防災担当者へのヒアリング

担当地区について
自主防災組織の活動
地域防災指導員の活動状況
配布日：2017年8月10日～10月31日
配布数：115件
回収数：60件
有効回答数：60件

ヒアリング調査内容 実施日:2017年10月16日
ヒアリング調査の実施 実施数：宮城県・静岡県（各5市）

アンケート調査内容

アンケート票の配布

アンケートにの回収

N=68（件） 

N=76（件） 
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ではの防災活動であった． 

避難訓練の実施回数は「年に 1回」しか活動していな

い組織が多く，住民の参加人数や天候・時間はその都度

変わるため，年に 1回や様々な天候・時間を想定して避

難訓練の実施を検討するべきと考えられる．また，地域

防災指導員の意見が行政に取り入れられないことから，

意見交流会実施するなど今後の防災活動の見直しをする

べきと考えられる．現在，静岡県では自主防災組織と指

導員が対面する機会が多く，その地域の特性に合った防

災活動が行われている．今後，宮城県の自主防災組織の

活動を促進させるためには，行政と地域防災指導員との

交流機会を増やすべきと考えられる． 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. まとめ 

 

本研究では以下の知見が得られた．宮城県では自主防災

組織の活動は様々なことが行われていたが，指導員とし

ての活動は避難訓練の運営が主な活動であった．また，

行政は地域防災指導員に防災活動内容を一任していた．

一方静岡県の行政は，地域防災指導員に対し，地域防災

力の強化･底上げに向けた研修や会議を開き，そこで得

られた知識を自主防災組織の活動に活かしていた．自主

防災組織の活動内容は，その地域や想定される被害など

に応じて様々であり，自主防災組織の加入者の方々によ

る話し合いによって，内容や方法を決定している． 

自主防災組織は，町内会(自治会)単位で結成されたも

のが多く，組織率はほぼ 100%となっている．しかし，

静岡県が平成 23年度に 実施した「東海地震についての

県民意識調査によると本来ならほぼ全世帯が防災組織に

加入しているにもかかわらず，「あなたのお宅は自主防

災 組織に入っていますか」という問に対して，「入っ 

ている」と明確に回答した人は約 70%に過ぎなかった．

長い年月の経過とともに，住民自らが必要性を認識し，

活動に参加する意識は希薄となっている． 

想定される東海地震や相模トラフ沿いの地震のように，

災害が激甚で広域になる場合，行政や他の者に頼ること

(公助)は難しくなる． 

地震による災害から身を守り財産を守るためには，住

民一人ひとりが災害に備えて日ごろから十分な準備をし

ておくことが何よりも大切にも関わらず，災害に対して

備えが出来ていない人が多い．行政は地域防災指導員と

連携して防災活動を行っていた．現在，地域防災指導員

は防災活動の内容や頻度を行政から一任されており，制

約を受けずに防災活動を行っている．しかし制約を受け

ない反面，地域によって活動内容が異なることや，防災

活動を実施していない指導員もいた．今後，地域防災指

導員として行うべき最低限の活動を定めることが必要で

あると考えられる．その活動内容としては，意見交流

会･研修会･講習会を通して，地域特性に合った防災活動

が行えるよう，研修会･講習会の項目を地域防災指導員

の活動内容に追加する必要があると考えられる．  
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STUDY ON WAY OF REGIONAL DISASTER PREVENTION INSTRUCTOR IN 

NORMAL TIME 

-MAIYAGI PRF･SHIZUOKA PRF THAT TRAINS REGIONAL DISASTER 

PREVENTION- 

 

Kazukiyo YAMAMOTO,YuusukeKANOU,Takuya KANEKO and WataruMIYAZAKI 

 
Organization of voluntary disaster prevention organization has been noticed since the Great Hanshin-

Awaji Earthquake, and organizational activities are very important for rescue and rescue activities at the 

time of disaster. However, since the voluntary disaster prevention organization did not function during the 

Great East Japan Earthquake, it was difficult to obtain accurate information. Miyagi prefecture and Shi-

zuoka prefecture are adopting a system to train local disaster prevention instructors who are responsible 

for instructing voluntary disaster prevention organizations. However, the role as a regional disaster pre-

vention instructor is not clarified, and there is a difference in activities among voluntary disaster preven-

tion organizations. So we took a questionnaire to the local disaster prevention instructors in each of the 

five cities of Miyagi and Shizuoka prefectures and conducted interview survey on the administration of 

each city, and as a result, the local disaster prevention instructors will continue to conduct workshops, 

workshops, etc. ,It is considered necessary to define minimum activities. In addition, it is thought that it 

should act as an intermediary between voluntary disaster prevention organization and administrative ad-

ministration and try to cooperate with each other. 
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